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シグナルとしての認証

• 企業の事前の取り組み

リスクコントロール＝事業継続計画（BCP)

リスクシェア＝保険加入（地震保険、利益（休業）保険など）

• 「量」＝減災の取り組み（BCPの策定の有無）から「質」＝減
災の実効性へ

「質」をどのように測るのか？⇒情報の非対称性

情報の非対称性＝質などを第三者（取引企業、金融機関・
保険会社など）が客観的に評価できない

経済的帰結＝逆選抜・モラルハザード？

• 認証＝国による質の担保⇒第三者への質のシグナル
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参考：星マーク・・・

• 認証を得るハードルが高すぎる、低すぎる・・・

高すぎるハードル＝認証を得る努力を却って損なう（多くの企業
は諦める）

低すぎるハードル＝事前対策（BCP）の「質」を担保できない・・・

ではどうするか？

• 認証の段階化（≒ミシュランの星）⇒対策の実効性（＝質）に応
じて段階的な評価（星一つ～三つ）

認証を得る「入口」を広げるとともに、認証済みの企業により高
いレベルの認証を得る誘因付け

⇒段階的にレベルアップ
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有償認証の「紫認証（3ツ星）」が

最も認証基準が高く、次いで「紺
認証（2ツ星）」、「金認証（1ツ
星）」と続く。

「おもてなし規格認証」制度（経済産業省）



事業継続の意志表示

• 多くの中小企業（9割？）は事前の減災対策（BCPの策定・保険加入）に取り組んでいない・・・
⇒情報・ノウハウの欠如か「諦め」か？

• 政府の取り組み

情報・ノウハウの提供⇒事前の取り組みを喚起

留意＝情報の提供の手法に工夫が必要（フレーム効果）

災害後に諦める（廃業する）選択肢への支援

例：Ｍ＆Ａによる技術の移転、小規模企業共済制度の活用

現行制度＝事業継続を前提にした災害後の支援⇒「ゾンビ」企業の増加

• 事前の減災対策に取り組む企業＝災害後も事業を継続する意思あり・・・⇒災害後の復旧・
復興支援（補助金、低利融資等）を集中

小規模



参考：行動経済学の知見

不合理個人の選択は問題設定の表現方法（フレーム）に左右されやすい。

• 「フレーム効果」＝表現方法を変えるだけで人々の嗜好が変化⇒フレーム効果を使って（不合理な）個人の意
思決定に影響することも可能

例１：「コップの水が半分しかない」＝「コップの水はまだ半分ある」

⇒後者の方が好意的に受け取られる。

例２：「生存確率が60%の治療」＝「死亡確率40%の治療」

⇒治療の是非を訊いた実証実験では参加者は質問の形式が前者のとき多く賛成する傾向

• 事前の取り組みを促すフレーム効果？

「取り組みをしなければ災害時に倒産するかもしれません」≒「取り組みをすれば災害時でも事業を継続でき
るでしょう」

脅かす（＝ネガティブな情報を伝える）よりも、希望（＝事業を継続するための選択）を強調する
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参考：諦める選択肢

出所：中小企業庁「第2創業支援、廃業円滑化について」（平成26年5月）



自治体の取り組みへの評価

• ネットワーク効果をとしての減災対策（BCP）

ネットワーク効果（例：ネット）＝参加者が多いほど経済効果が高まる

一社がBCPを策定しても他の企業（取引相手）が（実効性のある）BCPを策定しなければ災害時
の効果は限定的

• 道路等インフラ、避難所の整備が進まなければ事業の災害、従業員の安全も確保できない

点＝個々の企業、線＝取引企業間から面＝地域としての減災対策（BCP)⇒自治体・地元金融
機関、商工会の取り組みが求められる

⇒ではどうするか？

• 認証に自治体の取り組み（＝地域全体の減災対策）への評価を加える⇒減災対策に取り組ん
でいる地域でBCP等事前の取り組みをする企業には高い評価（星マークを追加・・）

減災対策の地域間比較（取り組みの際の見える化）⇒自治体間競争の喚起
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参考：「津波防災地域づくり」の現状
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津波浸水の可能性のある自治体を
対象にしたアンケート調査

出所：国交省政策評価レビュー（Ｈ29年度）
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